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研究成果の概要（和文）：本研究は、近代日本における教育行政システムを実質的に駆動させた全国・
地方教育会の組織構造と機能とを対象として、明治初期から昭和初期に至るまでの動態的変化を分析した。この
研究から確認できたことは、①昭和期の教育会は大政翼賛化すること、②その際、中心的な役割を果たしたのは
小学校長会であること、そして③小学校長会を中心とする地域の教育のあり方は戦後にも継承されたことであ
る。戦後、地方教育会は教職員組合に継承される事例と教育会が存続する事例が見られるものの、明治初期から
形成された地域教育の権力構造は戦後の地域教育にも及んでいる。

研究成果の概要（英文）：In this research project, we have focused on the historical development of 
the structure and function of the National and Local Education Associatitons, which had been one of 
the main drives of the educational policy in modern Japan. Main findings of our research are as 
follow. Firstly, National and Local Education Associations have changed themselves conformistic in 
the Showa era. Secondly, main actors of this change were principals of elementary schools. Thirdly, 
local educational policy, which had been deeply influenced by principals, is taken over after 1945. 
After 1945, some of the Education Associations were changed into Teachers Unions, and others 
remained as Local Education Association. However the power structure of the Local Education 
Associations may be said to control the local education policy even today.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 日本の教育行政システムの特徴は、中央に
おける文部科学省、地方における教育委員会
という二重の形をとり、地方自治の原則が生
かされていることである。このため日本の教
育行政は国で定めた一定の教育方針の枠内
であるものの、地域ごとに差異が認められ、
地域における教育自治が残存している。こう
した地域における教育自治の源泉は、一重に
地域教育における伝統と文化、歴史的構造に
よるものである。そしてこの歴史的構造とは、
明治以降の歴史的展開の中で成立してきた
行政当局と地域の私的教育団体としての教
育会との公私協働的な教育行政の運営体制
である。行政当局と教育会との関係は、時代
的･社会的背景によって異なる様相をていし
たが、昭和期には教育会が行政当局の意向を
積極的に担い取り、戦時翼賛体制を維持する
に至った。そして敗戦後、多くの府県で教育
会は解散された。 
 本研究においては、明治期に全国津々浦々
に族生した私的教育団体、すなわち地方教育
会、そして全国組織としての帝国教育会を調
査研究対象とし、これらの地方教育会および
全国教育会が歴史の中で担った機能および
構造を解明する。とくに教育会が種々の教育
情報を紡ぎ出し、環流させ、一定の合意を引
き出し、教育行政当局と協働し、その上で教
育施策の確実な実施に努めた機能を「教育情
報回路」と見立て、時代的･社会的変動との
関わりにおいて教育情報の質を検証する。 
 研究代表者は、これまで４回の科研費（基
盤研究 B）を受け、組織的に教育会史研究を
行ってきたが、今回の研究はその集大成とし
て研究に着手することとした。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、明治期に形成され、今日
に至るまで存続する日本型教育行政システ
ムの構造とその史的展開を解明することに
ある。 
日本型教育行政システムとは、中央の官吏
から地方の末端の教員層まで包摂し、諮問や
建議、総集会や研究集会･研修等の形式を通
じて、教員に一定の自主性と参加を保証する
一方で、自発的な恭順を引き出しつつ諸施策
の定着を図るシステムである。今日的に言う
ならば、いわゆる公私協働の教育政策システ
ム（コーポラティズム）である。 
日本型教育行政システムは、明治初期に発
足する全国･地方教育会、明治中期以降に
徐々にその輪郭が明らかになる小学校長会
が相俟って形成されたものであり、次第に多
様な教育関係諸団体･教育ジャーナリズムと
連携しながら精緻な組織構造を作り上げた。
そして、このシステムは昭和前期には戦時翼
賛体制となり、終戦を迎えた。戦後、全国･
地方教育会は、多くの府県において解散する
ものの、多様な形で継承されている。また校
長会も戦前とは断絶しているとの自己認識

があるものの、やはり今日まで存続している。
この意味では、「公私協働」の日本型教育行
政システムは、今日の教育政策、教育行政を
照らし出す鏡とも言えるだろう。 
本研究においては、全国･地方教育会の「教
育情報回路」としての機能、その中でも中心
的な役割を果たした小学校長会の実態に立
ち入り、近代日本そして現代日本に及ぶ教育
行政のあり方を明らかにすることを目的と
する。 
先行研究との関わりで言えば、教育行政の
「最深部」にあって、教育施策を実質的に駆
動させた「モーター」としての全国･地方教
育会そのものに焦点を当てることが、本研究
の目的である。 
 
３．研究の方法 
 研究期間の 3年間を 3つに区分し、主とし
て明治期（1 年目）、大正･昭和期（2 年目）、
第二次世界大戦敗戦後における教育会の終
わり方とその後（3 年目）の時代区分に応じ
て研究を進めた。 
 研究対象地域は、全国教育としての帝国教
育会、また地方教育会の研究担当者を決めて
研究を進めることとした。 
 全体研究会は年３～４回程度開催した（こ
のうち 1回は専門学会（教育史学会）におけ
るコロキウム報告）。研究分担者には、少な
くとも年 1回の研究報告の機会を与えた。 
  
４．研究成果 
 明治初期に遡れば、学制期･教育令期には
「学事会議」をはじめ種々の名称を持つ「教
育会議」「教育会」が登場し、学務吏員はそ
の地の師範学校スタッフ、教員等を諮問会議
方式で頻繁に動員した。動員された師範学校
スタッフ、教員等は「公議への参加」意識を
以て鋭意会議に尽力するという事態が進行
した。明治初期日本の教育制度立ち上げは、
実に諮問会議方式の奨励、普及、徹底した運
用によって推進されていた。明治 20 年代半
ばには各府県の至る処に教育会が設立され、
年に１、２回の総集会が設定され、その際に
は必ず府県学務課から諮問案が出された。そ
の諮問について教員が審議し答申さらには
建議を出すという協議方式が、教育会大会運
営の定型として運用されていった。この方式
によって会員の合意形成、会員の行政への主
体的参加が生じていた。日露戦争後、教育会
は内務省・文部省の地方政策・社会政策を担
う翼賛機関的性格を強め、昭和期には総力戦
体制を担う教員統制団体、戦時翼賛団体とな
る。 
今後の課題として、各時代、各地域におけ
る諮問・答申・建議そして実施した具体的実
践について、膨大な史料への詳細な分析が必
要である。  
 より具体的には、下記の 8 点を主要な研究
成果として提示できる。 
 



① 教育会の教員養成･教員研修事業の実態 
 
② 教育職能団体としての教育会における教
育研究 
 
③ 教育会の教員統制の構造と機能 
 
④ 戦時期における翼賛団体化 
 
⑤ 教育会の終焉 教育会から教員組合へ 
 
⑥ 府県教育会機関誌の比較分析 
 
⑦ 外地における教育会の組織と機能 
 
⑧ 教育情報回路としての教育会 
 
 これら 8点の詳細については、日本教育史
研究会機関誌『日本教育史研究』第34号（2015
年）を参照していただきたい。最終的な研究
成果は、これら８つの研究成果を踏まえ、さ
らに詳論されている。その詳細については、 
梶山雅史編著『近･現代日本教育会史研究』
（不二出版、2018 年、全 530 頁）を参照され
たい。 
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